










増,90年度 が4.0%増,91年度 が5.0%であ る。'
こ うした大型景気を推進する最大の理 由は,高 水準の民間設備投資である。84年度か ら下降に転 じ
た製造業の設備投資は・86年には底 をつき,87年以降対前年比20%近レ・増加率を示 している。非製造
費の設 備投 資 と相 ま って,こ れが成 長 をささえ る主役 とな っている。 しか も,88年度版r経 済 白書 』
によると,彪 大な設備投資に裏づけられた企業経鴬戦略は,多 角化,新 規事業分野の開拓,新 製品開
発 な どの リス トラ クチュア リン グをつ うじて,「内需 主導 型発展の産業 構造 」に転 換 しつつ あ る と い
う(第3章 参照)。
しか しなが ら,現 在進行 してい る高度成長 が,か っての 「い ざなぎ景 気」 とは異 っ て,「内需 」主
導による国民生活の豊かさにつながるといえるか どうかはきわめて疑わしい。よく知 られているよう
に,日本経済が国際的 に占める役割が大きくなるにつれて,諸外国とくにアメリカの対 日批判が さま
ざまなかたちで噴出してきた。この批判の根底にあるのは,rl本経済の成長が経済の社会的,文 化的
● ● ●
な側面をい っさい無視 して効率のみをはかる,と い う意味での不公正な経済関係を認めるべ きではな
いとい うことである。 日本の大都市における住居の貧 しさ,街並みの醜悪 さ,都市における文化的 ・
社会的環境の劣悪 さ,い たる ところでの宿然環境の破壊 など,日 を覆 うばか りである。
本稿のf=的は,上 の ような日本経済に対す る認識にた って,言 葉の真の意味での 「内需拡大」のた
めの政策 を,ケ イ ンズの長 期政 策提案 のなか に求 め よ7と す る もの であ る。 タリーゲル 〔(3)]の所説
に依拠 しなが ら考察しよう。





たかも今 日の目木経済の抱 えている問題 を予測 したかのよ うに,次 のように述べている。
もし諸国民にして国内政策に よって完全雇用 を実現し うることを学びうるならば,… ……一国の利
益 を隣国の利益 と対立関係にお くもの と予想 されるような重要な経済諸力は不必要 となる。妥当な
条 件 で国際分 業 も国際的 貸付 も依 然そ の成 立の余地 を もつ であろ う ぐrheCollectedWritlmgsof
JohllMaynardKeylles,(以下,CWKと 略 記)Vol.VII,PP.382～3)。
以上のような結論を導きだすケインズの政策提案を順 をお って考察 しよう。
ケインズの政策上の立場 は,次 の三点に要約 される。
○ ● ●
(1}安定化政策のツール として,「政府赤字」を推奨 しない。むしろ政府赤字を完全雇用 を 達成す
・o■.
るのに失敗 した直接的結果 とみなす。
図 安定化政策 として,消 費支出 よりも,投資に対 して掛値なしの選択 をする。
〔31安定 化政 策 として,自 か らの提案 を 「保守 的 な」政 策 だ とした。
ケインズは具体的 な政策手段 として,租税政策,金 融政策お よび投資の社会化の三つの手段を提唱
す る(CWK,Vo1.VII,PP.377-8)。こ う した 政 策 手 段 を用 い て,ど の よ うに して ⊥ 記 三 つ の政 策 ス
タンヌを実現するか順次考察 しよう。
(1)赤字財政政策の否認
一般に,ケ インジアン財政政策は,総 需要の拡大をはか って,積 極主義的 ・拡張主義的財政政策だ
と認 識 され てい る。 アメ リカにお け る1960～70年代 のケネ デ ィ=ジ ョン ソン政 権時代 の ニ ュー ・エ コ
ノ ミッ クスの財 政政 策が,そ の典型 で ある。 また レー ガノ ミ ックスは,供 給サイ ドの経 済学 を標 ぼ う
す るけれ ども,実質 上 ケイ ン ジアンの拡張 主義的財政政 策 であ ったこ とも,周知す るところで あろ う。
こ う したケイ ン ジアンの財 政政策 は,む しろ うーナーの機 能的財政 政策 論 を よ りどころにす る もの
で,ケ イ ンズ 自か らはこ うした考 え をき っぱ り否定 す る。 ケイ ンズは 「政 府赤字」 を避 け る た め,
● ●
「祇会化がすすむほど,……特定サー ビスの費用 をそれが準備 される源泉 と可能な か ぎ り密接に連結
● ● ●
させ る」(CWIC,Vo1.XXVII,PP.224～5)ことの 重 要 性 を強 調 す る 。 そ の うえ で,手 鏡 編 成 に あ た っ
て,耐 久財に対する投資支閏であるf資本予算」と一般行政サービスの経費である 「経常予算」 とを
● ● ● ●
峻別す る必要性 を次のように強調 す る。「消費を刺激する手段 としての経常的非資本支出 と投資を刺
激 す る手段 としてのL;f11.的資本 支 出の区別」(XXVH,1).406)および 「投 資量 を変化 させ る方策 に優
先 して,消 費 量 を変 動 させ る方 策 を強 調す るこ とへの疑念 」(XXVH,p.319)であ る。 さらに;ケ イ
ンズは 「政府赤字」を推奨するどころか,そ れを削減するために,調 達 された資金が,た とえば軍事
支出の ように,価 値ないし所得の生産に直接役立たない支出にむけられる公債,い わゆる「死重公債」
(dead-weightdebt)の負担 を避 け,こ れ を生産 的公債 にむ け ること を提 唱す る。す なわ ち,通常 予鍔
に剰余金をもっ ことを目標 とすべきであ り,それは資本予鋒に移行 される。 こうして徐 々に死:重負債




ケイ ンズが総需要政策 として,消 費支出よ りも投資支出を重要視する理由は二つある。一つはケイ
ンズの消費支lliについ ての考 え方 であ って,「絶対的 な必 要」の意 味で の経済問題は,「100年以内 に」
解決 で きる と考 え てい るか らである(CWK,Vo1・IX,P・326)。『一般理 論』 におい て,そ の政策勧告
o◎
の一 つ として消 費 を重要視 す るが,そ れ に総支 出水 準ではな く,消 費性 向である。 すな わ ち,「所 得
税……資本利得税,相 続税その他これに類するものは利子率 と同様の関連性をもってい筒。……もし
財政政策が所得のより公平な分配のための裁量的手段 として用いられるならば,そ れが消費性向を増
大 させ る効果 は は るかに大 きい」(CWK,VII,pp.94-5)。
いま一つo理 由は,投 資の可変性 で ある。所 得 の変化 は.さま ざま徐要因一 一た とえば,保 蔵性向,
貨幣量,将 来収益の予想など一 に依存するが三突然の激 レい変動をもっとも.受サ易レこ投資を 「原因
のまたそ の原 因」 とみ なす ので ある(CWK,VoLXIV,p.121)。
こうした考えか ら,ケインズは次のような長期投資プ・グラムを基本的な政策耀案 とす る?.
もし総投資の%か%が 公共団体または準公共団体 によって実行されるか,為 るいは影響されるなら
ば,投 資は安 定化 され る(CWK,Vol.XXVII,p.352)。
純国民所 得の7.5%～20%が「資木 予箕」 によ って示 され るな らば,撲 資1ま安定 化 され る(CWK,
Vol.XXVII,p.353)。
こ うしたケインズの長期投資プログラムの主眼点の「つは,準 日輪的組織体⑳成長であって,ケイ
ンズは 「国家の枠内における準 自治的粗織の成長 ≧認知のなかにこそ準歩ゐミ存在すると示唆したい」
(CWK,Vol.IX,p.288)とす る の で あ る。
い ま一 つの主 眼点は,「社会 的」サー ビス と 「個人 的」サー ビス を分 け,前 者 に政府 の関与 す べ き
経済問題を特定化す ることである。「われわれの目標は技術的にみて社会的サービスと・技術的 に み
て 個 人 的 サ ー・Lスとす 峻 別 す る こ とで あ る(CWK,Vo1・IX,p・291)。この よ7に 区別 した うえ で・ 社
会 的サ ー ビスの事例 として,次 の三つ をあげてい る。
① リスクと不確実性と無知。ケインズは経済悪の根源 として,こ の不確実性や無知につけ込んで
村営をむさぼることや,労 働者の失業や事業の破綻をあげている。 こうしたことを避 けるために,中
央機関が積極的に関与すべきだとする。
② 貯蓄の規模 と寵分。ケインズの貯蓄観は新古典派や供給サイ ドの経済学のそれ と鋭 く対 卒 す
る。後者が貯蓄を将来の消巽 を増加するための現在所得の1部 分だと考えるのに対して,ケインズは
o●
貯蓄が 「特定期 日に特定物 を消費しようとい う決意ではない」 と考えるか らである。こうした立場か、
ら次のよ うに警告する。「私の考えでは,社会全体 として望ましい貯蓄の規模や,その貯蓄のうち対外
投資……の規模,ま た現在の投資市場組織が国際的見地からもっとも生産的な経路に沿 って貯蓄 を配





お り,また海外 においては史上最大の債権国として債券や株式投資,ま た不動産の買い占めに用いら
れている。ケイ ンズが60数年 も普 に発 した警告をいま改めて反省すべきであろ う。
第3の 主眼点は,政 府の役割がいたず らに高度成長 を指向することにあるのではな く,バ ランスの
'とれた発展を指向すべきことを勧告していることである。「国家活動が,資 本設備の増大 が 現世代 の
生活水準に不つ り合いな負担をか けない率 をもって飽和点に近づいてい くよ うにするための平衡化要
因 と し て,介 入 す る 」(CWIく,Vol.VII,p.220)。
㈲ 保守的な政策提案
これ までで考察してきた長期の完全雇用を維持するための 「投資の社会化」や 「貯蓄の規模や配分 」
にかんす る理性的判断 とい った政策勧告は,一 見す るときわめて急進的な政策の ようにみ られるが,
ケインズ自身はむしろこれを保守的なもの としている。その意味す るところは,高 くて安定 した投資
水準を維持することi`よって,「自らの計算や将来 にかんす る協定についての疑 念 め 程 度」(CWK,
V61・X工V,P」16),すな わち 「流 動 性選 好」 をや わ らげ,人 び との 「リス ク,不 確 実性,無 知 」 へ対
応 しよ うとした ものであ る。 この問題 はす ぐ後 で も う一度 取 りあげ る こ とに しよ う。
以上のケインズの長期政策提案をまとめておこう。
一 ω 長期にわたる完全雇用 を期住す るためには,投 資の 「社会化」が必要である。
(2;投資の 「社会化」は,主 として準 自律的な公企業 をつ うじて行 うべきだ。
● ●o● ● ● ●o
㈲ 政府の影響下にある支 出は,総 投資支出の%'》%,または純国民所得 の7.5%～20%の範囲で
あ る。
{4)その支 出 は,た ん に反循 環的 傾向 よ りも,もっと安定 的 にな さるべ きであ る。 またその支 出 は,
民間の投資 と一緒に積極的に変動 させるぺで きはない。
㈲ 予算は 「資本」予算 と 「経常」予算 とに分 けられるべきである。前者は,長期的にバ ランスし,
短期では循環的な変化 を調整するように運用 され る。後者は,短 期的な失敗 を相殺するため,黒
字 にな った り'赤字 にな った りす るが,長 期 には バラン スす べ きで ある。
(6完 全雇用が維持 されているときには,予 算はバランスし,公 共債 はNNIの 減少比率 となるべ
きであ る。
'
(71'国家 の提 供す るサー ビス は,技 術上社会 的 な もの に限 定 し,ま た 効率的 に供給 され るべ きであ
る。 その さい∫'赤字予;算に よって フ ァイ ナ ンス され る「恒 常的 な純 補 助金」を意図 すべ きでない 』
以上の ようなケインズの政策提案の含意 をよ り鮮明にするため,ア メリカの レーガン政権下におけ
るサプライ ・サイ ドの経済学(以 下,SSEと 略称)の 財政政策 と対比 してみよ う。
ア メ リカの村 政政 策 の新 しい方 針 と し て,議 会 は,1981年1月7日 に 「経 済再建 税法 」(Economic
RecoveryTaxAct)を通過 させ た。 この税 法 は,個 人所 得税 を三度 に わた って引 き下 げ よ うとす る.
もの であ った。第1回 目は1981年10月に5%,つ つ く2回 目は82年7月 に,・そ して83年と10%ずつ 引
一80一
第28巻第1号1989年10月
き下 げ られた。 こ うして,1981年減税法 は,個 人所 得税 を大1臨に引 き下 げる とい うレー ガ ンの政 策 隅
標 を達成 した。 この結果,個 人税の歳入減は年々増加 し,た とえば86年度の連邦赤字は4千 億出ルに
も達 した。1980年代 の政府 借入 れ は,い まだ アメ リ・カが経 験 した こ とのない ほ ど大 規模 な もの とな っ
た。 こ うして∫ レーガンの新 政政 策 は,「課税 し支出す る」か ら 「支 出 し借 り入 れ る」へ変 って し ま
っ た(B.:Friedman,DayofReckoning,ch.5)。
われわれはさきにケインズの政策上の立場が,安 定化政策の手段 として,「政府赤字」を推奨せず,
むしろ赤字 を安定的な完全雇用 を達成するのに失敗 した直接的結果 とみなす ことを考察した。こうし
た ケイ ン ズ自 らの主張 とサプ ライ ・サイ ダー との相 違 は どこか ら生 じるので あろ うか。
ケインズが財政政策を用 い ようとしたのな,平 均貯蓄性向に与える所得上昇効果および所得の不平
等分配効果による貯蓄性向の上昇 を引き下げようとするものであった。 これ に対 して,1981年のサプ
ライ ・サイ ドの減税 は,減 税後の勤労刺激効果,所 得成長,貯 蓄増加 ととの積極的な関連 を想定する
ものであ った。
サプライ ・サイダーとケインズとの間のこの減税に対する正当化の相違は,な ぜケインズが景気停
滞期 の政策として財政赤字の増加 を提唱するの をちゅうち ょしたかを示唆 している。サプライ ・サイ
ドの分析 は,労働市場における個 々人の労働供給曲線および需要曲線 のパ ラメーターの安定性 だけで
な く,個 々人が その労働 供給 を コン トロール しうるこ とを必 要 とす る。他方,ケ イ ンズは労 働需要 曲
線が任意の個人行動 のコン トロールを越えて,集 計的諸変数の動 きによって支配 されると信 じた。す
なわち,ケ インズは古典派の第二公準 と否認 したのである。 さらにまた,彼 は景気後退期 において,
こうした集計的諸関係がきわめて不安定になることを強調 した。だか ら,減税による1単位当 りの よ
り高い賃金によろうと,あ るい は投資税額控除や投資補助金による所得移転や投資の高収益によろ う
と,任意の価格 の変化は,一 般 に期待の変化 によって引き起 こされる総支出曲線のシフ トによって相
殺 され る どころで はない。
ケインズは 「自らの計算や将来 にかかわる慣習における疑惑の程度」を表 わす 「流動性選好」のタ
ームで,こ れらの期待要因を表現 した。利子率や賃:金率の変化 は,期 待の逆の変化 に よって相 殺 さ
れ,政 府の租税政策が不確実性 の状態や行動上の諸関係の不安定性 を増幅するにすぎないのである。
ケインズの提案した高 くて安定 した投資水準は,わ れわれの将来 の状態 にかんする計算の疑念の程
度 を減少 さすことを意味する。 このような より安定的かつよ り確実な状況 を創 り出すことによって,
流動性選好の程度は減少するであろ う。流動性選好の減少は,利 子率の低下お よび資本の限界効率を
高 めることによる将来収益にかんする期待の上昇のいずれをももた らすであろう。不確実な世界にお
いて,経 済政策 とい うのは,こ の流動性選好曲線を望 ましい方向ヘシフ トしょうとし うるにすぎない
とす るの であ る。 さきにふれ た こ とだが,こ うした意 味で,ケ イ ンズの政策 は保 守的 とい えよ う。
ケインズは価格 メカニズムによる干渉一 それは総支出の安定性 と期待に与える成功 を当てにす る.
一 を拒否 したが,同 時に次のような景気停滞期 中の財政上の諸問題を認 めた。すなわち,歳 入の減
少および失業手当の増加のために,赤字が増加 しつつある状態のもとで,赤 字支出の増加 を勧告す る
一'81・ 一
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ことは,必 要な負債の増加 を資金調達した り,通貨の崩壊 を避 けることを不可能にす ること,これで
あ る(CWK,Vo1.IV,PP.37ff)。
ケインズとサプライ ・サイダーの財政政策の在 り方の相違は,レ ーガノミ ックスの見せかけの繁栄
に隠れた,短 大な双子の赤字と世界最大の債務国への転簿に象徴 されているとい ってよいであろう。
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